
様式１（主な取組）

【 098-866-2045 】担当部課 【連絡先】 企画部交通政策課 関連URL ―

　離島住民の割高な船賃および航空運賃を低減す
るため一部費用を負担し、離島の定住条件の整備
を図る。

県

航路または航空事業者が設定した低減運賃への負担金の交付

航路（約３割～約７割）及び航空路（約４割）の運賃低減

実施 実施 実施

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業 対応する成果指標 低減化した路線における航路・航空路の利用者数（離島住民）

施策の方向 ・交通コストについては、離島住民等の移動に係る航空運賃及び船賃の低減に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ①交通コスト等の低減

施策の小項目名 ○交通コストの低減



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　航路24路線、航空路13路線で事業を実施し、割高な船賃および航空運賃の低減により運賃水準が計画値と同水準になった。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○引き続き離島市町村と連携し、離島住民等交通コスト負担軽減事業を安定的かつ
継続的に実施していく。

事業の取り扱いについて、市町村と適宜意見交換等を行い市町村間で取り扱いに差が出な
いよう事業を実施した。また、令和７年１月より離島住民（小児）について、小学６年生
を適用対象とし対象者を拡充した。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　離島住民の割高な船賃および航空運賃を低減す
るため、航路24路線、航空路13路線において航路
事業者および航空事業者に対し、負担金を交付し
た。

航路 約３割～約７割 航空路約４割 航路約３割～約７割航空路約４割 航路約３割～約７割航空路約４割 実施 0.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　離島住民の割高な船賃および航空運賃を低減するため一部費
用を負担し、離島の定住条件の整備を図る。

　離島住民の割高な船賃および航空運賃を低減するため一部費
用を負担し、離島の定住条件の整備を図る。

活動指標名
航路（約３割～約７割）及び航
空路（約４割）の運賃低減

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

負担 2,948,540 3,338,061 内閣府計上 負担 3,839,384

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業 予算事業名 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　・インフレや円安による燃料費高騰等が続いており、離島
住民向けの割引運賃の動向を注視する必要がある。

② 連携の強化・改善

　引き続き離島市町村と連携するとともに、国直轄事業とし
て内閣府と意見交換を重ね、離島住民等交通コスト負担軽減
事業を安定的かつ継続的に実施していく。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL ―

　沖縄本島から南北大東島へ航空機で輸送される
食品等の生活物資の輸送経費を補助する。

県,北大東村,南大東
村

南北大東島へ輸送される補助対象品目の航空機輸送経費への補助

補助支援件数（内訳）

２村（継続２村） ２村（継続２村） ２村（継続２村）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 緊急時生活物資航空機輸送費補助事業 対応する成果指標 低減化した路線における航路・航空路の利用者数（離島住民）

施策の方向
・生活コストについては、沖縄本島から小規模離島を中心とする県内有人離島へ輸送される食品、日用品等の輸送費等の低減に市町村等と連携し
て取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ①交通コスト等の低減

施策の小項目名 ○生活コストの低減



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和６年度は、計画値どおり２村へ補助を実施し目標を達成した。２村と協議して登録事業者（島内小売店）への事業の周知を行ったことで、台風接近などによる船舶欠航
時に本事業が活用され、これまでの長期間にわたる食品等の品薄状態が大きく解消・改善されたことに伴い、離島定住条件の整備に大きく寄与した。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○　２村と協議し、登録事業者（島内小売店）へ速やかな補助金の支出および概算
払い等による適時適切な補助金の支出に引き続き努める。 
○　船舶ドックによる航路運休の期間は事業の補助対象外となるため、県および２
村、船舶会社、登録事業者（島内小売店）との連携、情報共有体制を引き続き促進
する。

〇　補助対象の２村と適宜連携し、登録事業者（島内小売店）へ速やかな補助金の支出に
努めるとともに、航路運休の期間についても、関係機関と連携を図り品薄状態が生じない
よう務めた。 
〇令和６年度においては、10月に南大東島、11月に北大東島に赴き、両村担当課及び島内
の登録事業者（小売店）とも意見交換を行い、関係機関における連携強化等を図った。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　台風接近などにより、南北大東村への航路便が
一定期間欠航した場合、品薄状態の解消等を目的
に行なわれる食品等の航空機輸送に対し、２村と
協議して登録事業者（島内小売店）へ10割の補助
を行った。

2村 2村 2村 ２村（継続２村） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　沖縄本島から南北大東島へ航空機で輸送される食品等の生活
物資の輸送経費を補助を行う。

　沖縄本島から南北大東島へ航空機で輸送される食品等の生活
物資の輸送経費を補助を行う。

活動指標名 補助支援件数（内訳） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

県単等 補助 2,087 2,252 県単等 補助 2,000

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 緊急時生活物資航空機輸送費補助事業 予算事業名 緊急時生活物資航空機輸送費補助事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　天候不良が長引き欠航期間が長期にわたった場合、補助対
象経費が、当初予算を超過する可能性がある。

① 執行体制の改善

　実績の確認について、年度末における実績報告時だけでな
く、四半期ごと等状況に応じ、適宜行うことで適切な進捗管
理及び余裕をもった執行体制を構築できるよう努める。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL
https://www.pref.okinawa.lg.jp/kensei/shinko/1017087/1017118

/1017125/1017126.html

　離島の石油製品の輸送経費等に対する補助を実
施し、離島における石油製品の本島並みの価格の
安定と円滑な供給を図る。

県

離島の石油製品の輸送経費等に対する補助の実施

補助事業者数（内訳）

34事業者（継続34事業者） 34事業者（継続34事業者） 34事業者（継続34事業者）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 石油製品輸送等補助事業 対応する成果指標 低減化した路線における航路・航空路の利用者数（離島住民）

施策の方向 ・離島における石油製品については、輸送費等に対し補助を行い、沖縄本島並みの価格の安定と円滑な供給に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ①交通コスト等の低減

施策の小項目名 ○石油製品の沖縄本島並みの価格の安定と円滑な供給



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和６年度は計画どおり34事業者に対する補助を実施し、石油製品の安定供給と本島との価格差縮小を図った。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○本事業及びその前提となる揮発油税等軽減措置について、より効果的な制度のあ
り方に関する調査等を行う。 
○価格差の要因分析を行うとともに、市町村、石油販売事業者等と意見交換を行
い、本島との価格差の縮小に取り組む。 
○補助事業の実施に必要な予算の確保に取り組むとともに、予算の範囲内で効果的
な事業の実施に取り組む。

〇石油製品輸送等補助事業の効果等に関する調査を行い、今後の取組の方向性について整
理した。 
〇価格差の要因分析を行うとともに、市町村や石油販売事業者等との意見交換を行った。 
〇補助事業の実施に必要な予算を確保し、効果的な事業の実施に取り組むことができた。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　34事業者を対象に補助を実施し、石油製品の安
定供給と本島との価格差縮減を図る。

34事業者 34事業者 34事業者 34事業者（継続34事業者） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　本島から離島へ輸送される石油製品について、本島並みの価
格の安定と円滑な供給を図るため、石油販売事業者等が負担す
る輸送経費への補助を行う。

　本島から離島へ輸送される石油製品について、本島並みの価
格の安定と円滑な供給を図るため、石油販売事業者等が負担す
る輸送経費への補助を行う。

活動指標名 補助事業者数（内訳） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

県単等 補助 990,938 1,055,415 県単等 補助 1,037,393

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 石油製品輸送等補助事業費 予算事業名 石油製品輸送等補助事業費



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　本島・離島間で依然として価格差があることから、価格差
の縮小に向けて取り組む必要がある。

② 連携の強化・改善

　価格差の要因分析を行うとともに、市町村、石油販売事業
者と意見交換を行い、本島との価格差の縮小に取り組む。

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　原油価格高騰等の影響により、本事業の実質的な財源とな
る石油価格調整税の税収減となった場合には、補助の実施に
影響を及ぼす可能性がある。 ① 執行体制の改善

　補助事業の実施に必要な予算の確保に取り組むとともに、
予算の範囲内で効果的な事業の実施に取り組む。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　石油製品輸送等補助事業の効果等に関する調査結果を踏ま
え、より効果的な制度となるよう、必要に応じて見直しを図
る必要がある。

④ 創意工夫による取
組の改善(合理化・効
率化)

　石油製品輸送等補助事業の効果等に関する調査結果を踏ま
え、より効果的な制度となるよう、必要に応じて見直しを行
う。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL ―

　条件不利地域における都市部との情報格差是正
や高度な情報通信技術の利活用環境の形成を図
るため、情報通信基盤の整備に取り組む。

県

南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブルの整備

整備進捗率

調査設計40％
調査設計100％ 
整備工事20％

整備工事60％

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 大東地区情報通信基盤整備推進事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和６年度は南北大東島間の海底ケーブル整備に係る陸上部工事が完了した。 
また、海底光ケーブルの制作に着手し、令和６年度に計画していた出来高を達成したことから順調である。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○工事方法等について受注者の作成した計画や取組状況が適切であるか有識者に意
見聴取を行う。 
○光ファイバーや施工の品質管理について適切に行われているかを確認するととも
に施工後の光ケーブルの監視体制や監視方法について情報収集し、安定かつ質の高
い情報通信基盤が担保されているか確認する。

○工事方法等について受注者の作成した計画や取組状況が適切であるか有識者に意見聴取
を行った。 
○光ファイバーや施工の品質管理について適切に行われているかを確認するとともに施工
後の光ケーブルの監視体制や監視方法について情報収集を行った。 
整備完了後の光ケーブル等の点検時期や頻度について保守管理を通信事業者と協議を行っ
ている。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　令和６年度は南北大東島間の海底光ケーブル整
備に係る陸上部工事が完了し、海底光ケーブルの
制作に着手した。調査設計46％ ― 整備工事69％ 整備工事60％ 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブル整備に係る陸上部
整備工事の完成及び海底光ケーブル製作に着手する。

　南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブルを敷設する。

活動指標名 整備進捗率 R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

直接実施 1,439,300 2,187,951
一括交付金
（ソフト）

直接実施 873,247

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 大東地区情報通信基盤整備推進事業 予算事業名 大東地区情報通信基盤整備推進事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　台風や時化などの気象事象や不測の事態による工法の変更
などにより工事の休止を余儀なくされる可能性がある。

⑧ その他

　引き続き、運搬や海上での工事について、適切な工程管理
を行う。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL ―

　条件不利地域における都市部との情報格差是正
や高度な情報通信技術の利活用環境の形成を図
るため、情報通信基盤の整備に取り組む。

県,民間通信事業者,
市町村

大東地区の陸上光ファイバ網の整備

整備方針（実施主体、整備手法等）の検討・決定 －

方針検討 方針決定 －

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 超高速ブロードバンド環境整備促進事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　大東地区の光ファイバ網未整備地域について、
総務省の国庫補助や新制度等を活用した民間事業
者が参入可能な事業スキームを検討し、関係機関
に説明した。― ― 方針決定 － 0.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　大東地区の光ファイバ網未整備地域について、民間通信事業
者が参入可能な事業スキームを検討し、関係機関に説明する。

　引き続き、事業スキームについて関係機関と協議し、事業化
に取り組む。

活動指標名
整備方針（実施主体、整備手法
等）の検討・決定

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

― ― 0 ― ―

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 － 予算事業名 －		



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　国（総務省）による光ファイバ網未整備地域への支援制度
が検討されているが、具体的な内容が示されていない。

② 連携の強化・改善

　国（総務省）の支援制度の詳細について情報収集するとと
もに、引き続き関係機関との協議を実施し、事業化に向けて
取り組む。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　整備後の維持管理やサービス提供などの持続可能性の観点から、総務省の高率補助事業、ブロードバンド・ユニバーサルサービス制度及び自治体支援を組み合わせた民間通
信事業者が参入可能な事業スキームについて検討し、関係機関に説明した。方針決定は令和６年度にずれこんだものの大東地区の整備に向けて着実に取組が進んでいることか
ら進捗状況は順調と考える。

令和6年度の取組改善案 反映状況

〇これまでより密に協議を実施し、関係者間の妥協点および条件を踏まえた方針を
提示する。

〇関係機関との協議を適宜実施し、民間通信事業者が整備・運営主体となる整備方針を決
定するとともに、民間通信事業者が参入可能な事業スキームについて検討し、関係機関に
説明した。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL ―

　離島において、オンライン教育や自治体の情報シ
ステムの標準化・共通化、テレワーク、５G利活用等
のデジタル社会の推進を図るため、地域の通信需
要増加を見据えた海底光ケーブル通信設備への機
能強化（伝送装置等の高度化）を図る。

県

先島・久米島地区における海底光ケーブルの通信設備高度化

事業進捗率（R４久米島地区、R５先島地区）

久米島地区100％ 先島地区100％ －

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島地区情報通信基盤高度化事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和５年度を持って事業終了。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○本事業で機能を強化した海底光ケーブル通信設備について、定期的に利用状況を
確認する。また離島地区での５Ｇの普及促進について対応を検討する。

○離島地区での５Ｇの普及促進について対応検討に取り組んだ。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

　令和５年度を持って事業終了。
― ― ー －

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　令和５年度を持って事業終了

活動指標名
事業進捗率（R４久米島地区、R
５先島地区）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

― ― 1,038,056 0 ― ―

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ー 予算事業名



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　令和５年度を持って事業終了。

⑧ その他

　今後は沖縄県５G当基地局設置支援ワンストップ窓口などの
取組により離島地域の５G等の普及促進を図る。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL ―

　個別施設計画に基づき、工事に係る設計業務や
中継局の発電設備等の更新工事を行う。

県

テレビ中継局の放送設備等の更新・整備

県有テレビ中継局の更新・長寿命化の進捗率（個別施設計画（中長期計画（R３～12））の進捗率）

34％ 46％ 55％

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 テレビ放送運営事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　個別施設計画に基づき、県有テレビ中継局の更
新・長寿命化を行った。（祖納テレビ中継局発電
機及び電源設備等更新等）34％ 46％ 50％ 55％ 90.9%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　個別施設計画に基づき、設計業務や中継局発電設備等の更新
工事を行う。機器経年劣化が見られることから、次年度に向け
個別施設計画の見直しを行う。

　個別施設計画に基づき、設計業務や中継局発電設備等の更新
工事を行う。

活動指標名

県有テレビ中継局の更新・長寿
命化の進捗率（個別施設計画
（中長期計画（R３～12））の進
捗率）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 162,415 243,122 県単等 直接実施 277,258

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 テレビ放送運営事業費 予算事業名 テレビ放送運営事業費



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　劣化状況に応じた改修範囲の設定のための設計調査を実施
した。その結果、工法を変更し、工事を発注できた。

⑧ その他

　引き続き、工事実施前の調査設計を継続し、適切な工法の
選択および工期の設定等に努める。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　個別施設計画に沿って改修更新が進捗していることから、概ね順調に推移している。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○引き続き、工事実施前の調査設計を継続し、適切な工法の選択および工期の設定
等に努める。 
○機器の経年劣化を確認、優先順位の見直しを行う。 
○優先順位の検討にあたっては、維持管理を行う放送事業者団体に対して修繕履歴
などの情報収集や意見交換を行う。

〇工事実施前の調査設計を実施し、適切な工法の選択および工期の設定により工事が実施
できた。 
〇個別計画の見直しを実施した。 
〇優先順位の検討にあたっては、維持管理を行う放送事業者団体に対して修繕履歴などの
情報収集や意見交換を行った。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL ―

　八重山地区ラジオ中継局の更新・移設に対する
支援 
（於茂登中継局から石垣中継局及び川平中継局へ
の移設）

県,市町村

ラジオ中継局の更新・強靱化支援

更新・強靱化実施地区数（内訳）

１地区 １地区（継続１地区） －

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 ラジオ中継局強靱化支援事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　ラジオ中継局の更新・強靱化実施地区数は目標１地区に対して、実績１地区と達成（令和６年度で八重山地区ラジオ中継局の更新・移設事業は完了）したことから、「順
調」と判断した。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○事業の進捗について、定期的に意見交換をすることにより、技術的な課題につい
ても把握し、的確な指示を行えるよう取り組む。

〇事業の進捗について、定期的に意見交換を行った。 
八重山地区ラジオ中継局の更新・強靭化に対する支援は令和６年度を持って終了。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　八重山地区ラジオ中継局の更新・移設（於茂登
中継局から石垣中継局および川平中継局への移
設）に対する支援を行った。― ― 1地区 － 0.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　八重山地区ラジオ中継局の更新・強靭化に対する支援を行
う。

　八重山地区ラジオ中継局の更新・強靭化に対する支援は、令
和６年度を持って終了

活動指標名
更新・強靱化実施地区数（内
訳）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

県単等 補助 0 34,958 ― ―

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ラジオ中継局強靱化支援事業 予算事業名 ー



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　市町村事業への支援にあたり、意見交換を密に行い、事業
の現状や課題を適切に把握する必要がある。

① 執行体制の改善

　事業実施市町村に対して、積極的な情報収集や意見交換を
行い、現状や課題把握に努め、市町村と連携しながら支援を
行う。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/kensei/shinko/1017087/1017093.ht

ml

　離島・過疎地域のデジタル実装を進め、デジタル
技術の活用により、離島・過疎地域の個性を活かし
ながら、地域課題の解決と持続可能な地域づくりを
図る。

県,民間事業者

離島・過疎地域のデジタル実装支援

支援件数（累計）

２件 ２件（４件） ２件（６件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島・過疎地域づくりＤＸ促進事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　離島・過疎地域においてオンライン学習塾支援（対象地域１村の21名に対して実施）及び高齢者等のみまもり支援（対象地域５市村の111世帯に対して実施）の２件の支援
を概ね計画どおり実施することができた。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○　オンライン学習塾支援については、市町村に対して適切な進捗管理を行ってい
るか適宜確認する。 
○　高齢者等のみまもり支援については、事業実施区域内の市町村や関係団体との
連携を強化しながら、より効果的な周知活動を行う。 
○　デジタル技術を活用して地域課題の解決及び持続可能な地域づくりに取り組ん
でいる離島・過疎地域の取組内容について、引き続き、デジタル広報によるプロ
モーションを実施し広く情報を発信する。

○　実施主体である東村を通して間接補助事業者から進捗報告を受け、年間を通して円滑
な事業実施のための管理を行った。 
○　自治体のHPやSNSでの情報発信や、自治会や老人クラブ等での個別説明会を実施し、
効果的な周知活動を行った。 
○　デジタル技術を活用した本事業における離島・過疎地域の取組内容については、ウェ
ブサイトやSNS等によりプロモーションを実施し、広く情報を発信した。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　離島・過疎地域の５市村において、デジタル技
術を活用したオンライン学習塾支援及び高齢者等
のみまもり支援を実施した。2件 2件 2件 ２件（６件） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　離島・過疎地域において、デジタル技術を活用したオンライ
ン学習塾及び高齢者等のみまもり支援を実施し、併せて移住定
住デジタル広報を実施する。

　離島・過疎地域において、デジタル技術を活用した高齢者等
のみまもり支援を実施し、併せて移住定住デジタル広報を実施
する。

活動指標名 支援件数（累計） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

内閣府計上 補助 54,221 38,816 内閣府計上 補助 31,000

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島・過疎地域づくりＤＸ促進事業 予算事業名 離島・過疎地域づくりDX促進事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　高齢者等のみまもり支援の円滑な事業実施のために、事業
実施区域内の市町村等との連携を図りながら、引き続きデジ
タル技術等を活用した周知活動に取り組む必要がある。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　高齢者等のみまもり支援の事業実施区域内の市町村等との
連携を図りながら、デジタル技術等を活用した効果的な周知
活動を行う。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　令和7年度からオンライン学習塾の実施主体を東村に完全に
移行するため、事業の進捗に応じて適切な支援を行う必要が
ある。 ① 執行体制の改善

　東村への事業主体の円滑な移行を目的として、必要に応じ
た適切な支援及び進捗確認を行う。


